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連結財務書類の概要

１．作成の目的

地方公共団体の行政サービスが、第三セクター等の多様な主体によって実施されている実態を踏ま

え、三重県と連携協力して行政サービスを実施している関係団体を連結して、一つの行政サービス実

施主体とみなして、公的資金等によって形成された資産の状況とその財源を調達するための負債等の

全体像を明らかにすることにより、総体としての財務状況を提示するものです。

なお、作成基準は、普通会計と同じく総務省方式改訂モデルに基づいています。

２．連結対象範囲

連結対象範囲については、「新地方公会計制度実務研究会報告書（平成 19 年 10 月公表）」に基づ

いて、普通会計のほか以下のとおりとなっています。

①普通会計

②公営事業会計として整理している特別会計（地方卸売市場事業、港湾整備事業、流域下水道事業）

③企業庁、病院事業庁を設置して行っている公営事業会計（水道事業、工業用水道事業、電気事

業、病院事業）

④地方独立行政法人（公立大学法人三重県立看護大学）

⑥四日市港管理組合（規約に基づく負担割合による比例連結）

⑥地方三公社（土地開発公社、住宅供給公社、道路公社）

⑦県の出資比率が 25％以上の民法法人、商法法人

普通会計 一般会計 第三セクター等 （財）三重こどもわかもの育成財団
県債管理 （財）三重県小動物施設管理公社
母子及び寡婦福祉資金貸付事業 （財）三重県救急医療情報センター
小児心療センターあすなろ学園事業 （財）三重県生活衛生営業指導センター
就農施設等資金貸付事業等 （財）三重県環境保全事業団
林業改善資金貸付事業 （公社）三重県緑化推進協会
沿岸漁業改善資金貸付事業 （財）三重県農林水産支援センター
中小企業者等支援資金貸付事業等 （社）三重県畜産協会
公共用地先行取得事業 （財）三重県産業支援センター

公営事業会計 地方卸売市場事業 （財）三重県水産振興事業団
（法非適用） 港湾整備事業 （財）三重県漁業信用基金協会

流域下水道事業 （財）三重県北勢地域地場産業振興センター

公営事業会計 水道事業 （社）三重県青果物価安定基金協会
（法適用） 工業用水道事業 （財）三重県下水道公社

電気事業 （財）三重県立美術館協力会
病院事業 （財）伊勢湾海洋スポーツセンター

地方独立行政法人 公立大学法人三重県立看護大学 （財）三重県武道振興会

一部事務組合 四日市港管理組合 （財）国史跡斎宮跡保存協会

地方三公社 土地開発公社 （公財）暴力追放三重県民センター
住宅供給公社 伊勢鉄道（株）
道路公社 （株）データクラフト

第三セクター等 （財）三重県文化振興事業団 （株）三重県松阪食肉公社
（財）三重県国際交流財団 （株）三重県四日市畜産公社
（社福）三重県厚生事業団
（財）三重ボランティア基金
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※公営事業会計、第三セクター等の法人の会計については、総務省方式改訂モデルの基準に沿って項目や数値を組替えて

いるため、各団体が公表している決算書の項目や数値と異なる場合があります。



2

３．各表の概要

（１） 連結貸借対照表（バランスシート）

資産合計は 3 兆 6,470 億円、負債合計は 1 兆 7,235 億円、純資産は 1 兆 9,235 億円となって

います。普通会計のバランスシートと比較して、資産は 1.3 倍、負債は 1.2 倍、純資産は 1.3

倍となっています。なお、資産のうち投資等は普通会計と比較して 0.7 倍と規模が縮小してい

ますが、これは普通会計の投資・出資金が他会計や他の連結対象団体に対するものであるため、

連結貸借対照表では内部取引として相殺消去などを行っているためです。

○県民 1人当たりのバランスシート（連結）

県民1人当たりのバランスシートは、バランスシートの各項目の金額を住民基本台帳人口で除して算

出したものです。

県民 1人当たりの資産は 198 万 4 千円と前年度に比べて 3 万 4 千円の減少、県民 1人当たりの負

債は 93 万 7 千円と前年度に比べて 2万 3千円の増加、県民 1 人当たりの純資産は 104 万 6千円と

前年度に比べて 5万 7 千円の減少となっています。

資 産 1,983,551 円 2,017,959 円 △ 34,408 円

負 債 937,370 円 914,795 円 22,575 円

純 資 産 1,046,181 円 1,103,164 円 △ 56,983 円

住 基 人 口 1,838,613 人 1,844,293 人 △ 5,680 人

増 減

県民1人当りバランスシート(連結）

平成22年度末平成23年度末

（単位：億円）

資産の部 金額 負債の部 金額

１．公共資産 33,957 １．固定負債 15,675

（１）有形固定資産 33,249 （１）地方公共団体地方債 12,886

（２）無形固定資産 154 （２）関係団体地方債・長期借入金 84

（３）売却可能資産 554 （３）長期未払金 144

（４）引当金 2,303

２．投資等 1,547 （５）その他 258

（１）投資及び出資金 215

（２）貸付金 276 ２．流動負債 1,560

（３）基金等 881 （１）翌年度償還予定額 1,028

（４）長期延滞債権 125 （２）短期借入金 65

（５）その他 77 （３）未払金 86

（６）回収不能見込額 △ 27 （４）翌年度支払予定退職手当 233

（５）賞与引当金 127

３．流動資産 959 （６）その他 21

（１）資金 855

（２）未収金 82 負債合計 17,235

（３）販売用不動産 8 純資産の部 金額

（４）その他 16 純資産合計 19,235

（５）回収不能見込額 △ 2

４．繰延勘定 7

資産合計 36,470 負債及び純資産合計 36,470

連結貸借対照表






